
豊岡市空家等対策計画の一部
見直し（案）について

2024年度 第２回豊岡市空家等対策協議会資料３

1



豊岡市空家等対策協議会2

変更・追加した主な内容

1 住宅総数と空き家数を最新の数値に変更（2-2） ……………………………… P.6

2 空き家の種類の数値を最新のものに変更（2-3） ……………………………… P.7

3 空家等調査の結果を最新のものに変更（2-4） ………………………………… P.8～

4 基本的な取組み方針に管理不全空家等の対応に関する記述を追加（5-1） … P.20

5 基本方針に管理不全空家等に対する措置を追加(5-2) ……………………… P.21

6 危険空家等の除却に対する支援制度を追加（8-3） …………………………… P.35

7 管理不全空家等の判断・措置を追加（8-4・8-5） ……………………………… P.36

8 管理不全空家等・特定空家等の措置の想定フロー（8-7） …………………  P.38

9 管理不全空家等・特定空家等の判断基準の変更（資料１） …………………… P.46～

10 法令、指針を現行の内容に変更（資料3） ……………………………………… P.56～

11 その他、上記に関連する数・文言の変更等



 

1 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

豊岡市空家等対策計画（案） 
 

 

 

 抜 粋  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和５（2023）年３月改定 

令和７（2025）年３月一部改定 

 

 

                 豊 岡 市 



 

6 

2-2.住宅総数と空き家数 

全国の空き家1数は、平成 25 年の 820 万戸から令和５年には 900 万戸に増加しており、空

き家率では 13.5％から 13.8％に増加しています。 

兵庫県の空き家数は、平成 25 年の 36 万戸から令和５年には 39 万戸に増加しており、空き

家率では 13.2％から 13.9％に増加しています。 

本市の空き家数は、平成 25 年の 5,690 戸から令和５年には 6,990 戸に増加しており、空き

家率では 16.6％から 19.2％に増加しています。 

本市の空き家率は、全国・兵庫県の空き家率と比較して高い水準になっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：各年「住宅土地統計調査」結果） 

 
1 住宅・土地統計調査の結果で扱う空家については、住宅・土地統計調査にあわせ「空き家」と表記します。 

図６ 住宅総数・空き家数の推移 

図７ 空き家率の変化 
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2-3.空き家の種類 

住宅・土地統計調査（令和５年調査結果）によると、本市の空き家の種類の構成割合は以

下のとおりです。 

二次的住宅は別荘等とされ、賃貸用・売却用の住宅を含めて管理された空き家と分類され

ており、あわせて 32.5％となっています。 

その他の住宅は、放置され危険空家化が懸念される空き家で、67.5％となっています。 

■二次的住宅 ＝  260 戸（ 3.7％） 

■賃貸用の住宅 ＝1,830 戸（26.2％）  管理された空き家（32.5％） 

■売却用の住宅 ＝ 180 戸 ( 2.6％) 

■その他の住宅 ＝4,720 戸（67.5％）   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 また、住宅・土地統計調査（令和５年調査結果）の住宅の購入・新築・建替え別の持ち家

数についてみると、新築住宅が 67.3%、建替住宅が 10.9%に対して、中古住宅の取得は

5.4%、相続は 10.9%、その他が 5.5％となっており、新築住宅数が増加しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

新築住宅
370⼾ 67.3%

建替住宅 60⼾
10.9%

中古住宅
30⼾5.4％

相続
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その他
30⼾ 5.5%

新築住宅

建替住宅

中古住宅

相続

その他

図８ 豊岡市 種類別空き家等数 

新築住宅

320戸

66.7%

建て替え住宅

80戸

16.7%

中古住宅

30戸

6.3%

相続

30戸

6.3%

その他

20戸

4.2%

新築住宅

建て替え住宅

中古住宅

相続

その他

図９ 住宅の購入・新築・建て替え等別持ち家数 

（令和３年～令和５年９月） 

(出典：令和５年 住宅・土地統計調査結果) 

(出典：平成 30 年 住宅・土地統計調査結果) 

二次的住宅
260⼾ 3.7%

賃貸用の住宅
1,830⼾ 26.2%

売却用の住宅
180⼾ 2.6%

その他の住宅
4,720⼾ 67.5%

二次的住宅
賃貸用の住宅
売却用の住宅
その他の住宅

(出典：令和５年 住宅・土地統計調査結果) 

【参考】住宅の購入・新築・建て替え等別持ち家数

（平成28年～平成30年9月） 
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2-4.空家等調査について 

（１）空家等調査の概要 

周辺住民からの相談や苦情が寄せられた空家等や市のパトロールなどで確認した危険空家

等について、平成 27 年から毎年、市が実態調査を実施しています。 

 実態調査の実施概要は、以下のとおりです。 

本計画では、これらの調査結果をベースに対策の検討を行います。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 10 空家等実態調査の概要  

平成 27 年 10 月 

～平成 28 年３月 

平成 28 年６月～８月 

平成 28 年 11 月～ 

平成 29 年２月～11 月 

平成 30 年７月～ 

令和３年 11 月 

令和４年５月～６月 

令和４年７月～８月 

令和４年９月以降 

平成 27 年７月～８月 危険空家等の有無確認 

アンケート結果を基に現地確認 

特に危険と思われる空家等につ

いて区長等から聞き取り調査 

所有者等の空家等に対する意向

調査 

大雪の影響による状況変化の確

認と、区長・市民等からの情報

提供による新たな空家等の調査 

全区長へのアンケート 

現地確認（職員による） 

関係区長等との現地立会等 

危険空家等の関係者への 

意向調査 

早急に対応が必要と思われる

空家等、このまま放置すれば

将来特定空家等に該当すると

思われる空家等を現地調査 

追跡調査及び区長・市民等から

の情報提供による新たな空家等

の調査 

危険空家等の有無確認 

区長・市民等からに情報提供に

よる新たな空家等の調査 

 

年１回の全件調査と区長・市民

等からの情報提供による新たな

空家等の随時調査 

随時現地確認（職員による） 

※年１回 

全区長へのアンケート 

（新規案件の確認） 

早急に対応が必要と思われる

空家等、このまま放置すれば

将来特定空家等に該当すると

思われる空家等を現地調査 

現地確認（職員による） 
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（２）現地調査結果 

①危険空家等の分類 

危険空家等については、状態に応じて次の５種類に分類します。なお、管理不全空家等の

分類区分は、令和７年３月の本計画の一部改定時に加えたものです。 

 

表１ 危険空家等の分類 

表記 種 類 状  態 

特 特定空家等 そのまま放置すれば倒壊等著しく保安上危険となるおそれの

ある状態又は著しく衛生上有害となるおそれのある状態、適

切な管理が行われていないことにより著しく景観を損なって

いる状態その他周辺の生活環境の保全を図るために放置する

ことが不適切である状態にあると認められる空家等 

管 管理不全空家等 適切な管理が行われていないことによりそのまま放置すれば

特定空家等に該当することとなるおそれのある状態にあると

認められる空家等 

① 早急に対応が必要

と思われる特定空

家等候補 

建物が傾いていたり、屋根・外壁等が剥離し、隣家や道路の

通行に危険な状態になり得るもの 

② このまま放置すれ

ば将来特定空家等

候補に該当すると

思われる空家等 

屋根・外壁等が剥離している状態が、一部見受けられる。現

時点では隣家や道路の通行に危険な状態でないが、このまま

放置すればいずれ特定空家等候補になり得るもの 

 

③ その他の空家等 下記のいずれかに該当するもの 

ア 管理されていると思われるもの 

イ 隣家や道路の通行に影響がないもの（周辺に隣家や道

路がなく､１軒だけ建っている空家等） 

ウ 建物の傾き、屋根・外壁等の剥離等が軽微なもの（緊

急性が低いもの） 

 

  



 

10 

②危険空家等の戸数の推移 

平成 30 年度に 156 戸の危険空家等を把握した後、年 1 回の追跡調査や区長・市民等か

らの情報提供による新たな危険空家等に対しても調査を実施し、対応が必要な空家等につ

いては、利活用や除却等により地域住民の生活環境の保全等を図ってきました。その結

果、令和４年度 12 月末までの危険空家等の戸数は減少しています。その後、令和４年度

に再度、全区長へのアンケートにより危険空家等の有無を確認し、新規で 139 戸確認し、

令和４年度末時点では 284 戸の危険空家等を把握しました。依然、特定空家等や特定空家

等候補があるため、今後も追跡調査を実施し、適正な空家等の管理を行っていく必要があ

ります。 

平成 30 年度から令和５年度までの危険空家等の戸数は表２のとおりです。 

 

表２ 危険空家等の戸数の推移 

     状態分類 

年度 
特 ① ② ③ 計 

平成 30 年度 4 13 35 104 156 

令和元年度 3 16 31 100 150 

令和 2 年度 2 20 36 106 164 

令和 3 年度 6 18 40 94 158 

令和 4 年度① 4 17 39 85 145 

令和 4 年度② 4 22 76 182 284 

令和 5 年度 3 21 63 181 268 

※令和 4年度①は 12 月末時点、それ以外は 3月末時点 

 

③令和５年度の危険空家等の地域別戸数 

令和５年度の地域別の危険空家等の戸数は、表３のとおりです。 

 

表３ 危険空家等の地域別戸数 

（令和 6年 3 月末時点） 

地域 

地

区

数 

現地調査結果（戸数） 

特 ① ② ③ 計 

豊岡 123  7 35 56 98 

城崎 30   4 8 12 

竹野 42  1 5 19 25 

日高 69 1 3 4 44 52 

出石 51  3 2 15 20 

但東 42 2 7 13 39 61 

合計 357 3 21 63 181 268 

※地区数については、城崎地域の上山住宅町内会と日高地域の国府テラスの公営住宅自治会を除いている。
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第５章 空家等対策に関する基本的な方針 

 

5-1.基本的な取組み方針 

 

 本市の空家等対策としては、これまで空家等実態調査などを基に、危険空家等や特定空家

等を指定し、特措法に基づき空家等の改修・除却等を進めてきました。また、本市は移住定

住を進めており、空き家の清掃や改修への助成などを行い、空き家を活用した住まいの提供

を進めることで、一定の成果をあげてきました。 

その一方で、本市の人口減少、少子高齢化は更に進行すると予測されている中で、空家等

の増加も見込まれ、空家等がもたらす問題が一層深刻化することが懸念されています。 

これらの状況を踏まえ、本計画では前計画の取組みを引き続き進めていくこととし、前計

画の３つの基本方針を踏襲することとします。 

また、令和５年の特措法一部改正により、周囲に著しい悪影響を及ぼす特定空家等となる

前の段階の対応として、管理不全空家等に対する措置が定められましたので、この対応につ

いて本市空家等対策協議会で協議し、方針を定めました。この方針を令和７年３月に本計画

に盛り込み、今後はこの方針に基づき、これまでの特定空家等の対応に加えて、管理不全空

家等に対する対応も進めてまいります。 

空家等対策は、所有者等が自らの責任により的確に対応することが対策の前提となりま

す。令和５年に改正された特措法第５条には、「空家等の所有者又は管理者は、周辺の生活

環境に悪影響を及ぼさないよう、空家等の適切な管理に努めるとともに、国又は地方公共団

体が実施する空家等に関する施策に協力するよう努めなければならない」と規定され、空家

等の所有者等の責務が明確化されました。そのため、所有者等の空家等の管理に対する意識

改革に取組み、空家等の抑制と適正管理につなげていきます。 

なお、これまでも力を入れてきた空家等を活用した移住定住促進や、空家等の状態に応じ

て必要な措置を講じることで、地域の生活環境の保全と地域の活性化につなげます。 
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5-2.基本方針 

 

 本市の空家等対策については、３つの基本方針により、空家等の状況に応じた取組みを行

います。 

 

基本方針 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図 11 空家等対策の基本方針と取組み施策 

居住中 

空家等 

管理不
全空家
等 
 ・ 

特定空
家等 

跡地 
活用 

基本方針１ 

適正管理 

の促進 

基本方針２ 

利活用の 

促進 

基本方針３ 

危険空家

等に対す

る措置 

【空家等及び除却した空家等に係る跡地の活用の促進】 
・所有者等による空家等の利活用の促進(７-１) 
・移住定住者による空家等の利活用の促進(７-２) 
・地域や地区による多様な利活用の促進（７-３） 

【危険空家等に対する措置】 

・現地調査(８-１) 

・適正管理の依頼（８-２） 

・危険空家等の除却に対する支援制度（８-３） 

【特定空家等に対する措置】 
・特定空家等の判断(８-６) 
・特定空家等に対する措置（８-７） 

・特定空家等の除却に対する支援制度(８-８) 

【所有者等による空家等の適切な管理の促進】 

・所有者等の意識の醸成（６-１） 

・所有者等への情報提供（６-２）：居住中の場合は特措法外 

・適正な管理の促進への取組み（６-３） 

※図中の（6-1）は第 6 章の 6-1 を示す。 基本方針 取組み施策 状況 

【管理不全空家等に対する措置】 

・管理不全空家等の判断(８-４) 

・管理不全空家等に対する措置（８-５） 

◆ 基本方針１ 適正管理の促進 
◆ 基本方針２ 利活用の促進 
◆ 基本方針 3 管理不全空家等・特定空家等に対する措置 
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8-3. 危険空家等の除却に対する支援制度 

所有者自身による空家等の早期除却を促すことを目的として、そのまま放置すれば保安上

危険となるおそれのある空家を対象として、除却に要する経費の一部を補助する「危険空家

除却支援事業補助制度」を設けました。 

 

 

［豊岡市危険空家除却支援事業補助金］ 

(1) 目的 

  そのまま放置すれば保安上危険となるおそれのある空家について、除却に要す

る経費の一部を補助することで、所有者自身による早期除却を促し、もって安全

で安心な生活環境の保全に資する 

(2) 制度の内容及び補助対象要件 

  次に掲げる要件のすべてに該当する空家の除却に要する経費の一部を補助する 

ア 市内に存する空家で、主として居住の用に供されていたもの 

イ 危険空家判定基準による当該空家の合計評点が75以上であるもの 

ウ 周辺危険度判定基準を満たしているもの 

(3) 補助金の額及び率 

 ア 事業費限度額 2,000千円 

 イ 補助率 ６分の１ 

 ウ 補助限度額  333千円 

（4）実施期間 

    令和６年度から令和10年度までの５年間に限定 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

市 １/６ 

（333 千円） 

所有者 ５/６ 

（1,667 千円） 

図 17 負担割合（事業費限度額 2,000 千円の場合） 
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8-4.管理不全空家等の判断 

管理不全空家等の判断 

管理不全空家等・特定空家等の認定判断基準により判断した管理不全空家等候補を、市が

管理不全空家等に認定します。 

 

 

8-5.管理不全空家等に対する措置 

（１）指導（特措法第 13 条第１項） 

所有者等に対して、管理不全空家等の状況を改善するよう文書で指導を行い、所有者等の

自らの意思で改善することを促します。また、状況に応じて再指導を行います。この時、除

却等における豊岡市危険空家除却支援事業補助制度の紹介や、勧告を行うことによって所有

者等にかかる負担などを説明します。さらには、指導・勧告による改善がなされず、特定空

家等に該当する状態に至った場合には、特措法第22条に基づき必要な措置をとる可能性があ

ることも併せて説明します。 

（２）勧告（特措法第 13 条第２項） 

指導により改善されない場合には、必要な措置を講ずるように勧告します。また、国のガ

イドラインに基づき、勧告に係る措置の内容は、指導に係る措置と異なり具体的な内容と

し、除却については言及せず、周辺の生活環境の保全を図るという目的を達成するために必

要かつ合理的な範囲内のものとします。 

なお、勧告した場合において、管理不全空家等に該当する家屋に係る敷地が、地方税法の

規定に基づき住宅用地特例の適用を受けるものとして固定資産税が減額されているときに

は、当該敷地については、住宅用地特例の対象から除外されます。 

 

 

8-6.特定空家等の判断 

（１）報告徴収及び立入調査 

必要に応じて、特措法第 22 条第１項から第３項までの規定の施行に必要な限度におい

て、同法第９条に基づき、空家等の所有者に対し、空家等に関する事項について報告させ、

又は空家等に立ち入って調査を行います。なお、立入調査を行う場合は、所有者等に対し、

立入調査を行う旨の通知を行った上で、実施します。 

（２）特定空家等の判断 

管理不全空家等・特定空家等の認定判断基準により判断した特定空家等候補を、豊岡市空

家等対策協議会で協議し、その意見を踏まえ、市が特定空家等に認定します。 
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8-7.特定空家等に対する措置 

特定空家等と判断されたものは、特措法に基づき行政指導・行政処分を迅速に行います。 

（１）助言・指導（特措法第 22 条第１項） 

所有者等に対して、特定空家等の状況を改善するよう文書で助言・指導を行い、所有者等

の自らの意思で改善することを促します。また、状況に応じて再助言・指導を行います。こ

の時、除却等における豊岡市特定空家等除却支援事業補助制度の紹介や、特措法での「命

令」、「代執行」による行政処分を行う可能性があること、勧告を行うことによって所有者

等にかかる負担などを説明します。 

（２）勧告（特措法第 22 条第２項） 

助言・指導により改善されない場合には、猶予期限を設け、必要な措置を講ずるように勧

告します。なお、勧告した場合において、特定空家等に該当する家屋に係る敷地が、地方税

法の規定に基づき住宅用地特例の適用を受けるものとして固定資産税が減額されているとき

には、当該敷地については、住宅用地特例の対象から除外されます。 

（３）命令（特措法第 22 条第３項） 

勧告を行っても、期限内に改善されない場合は、相当の猶予期限を設けて、「勧告」に沿

った措置を履行するように命令します。命令に違反した場合には、50万円以下の過料に処せ

られます。 

（４）戒告（行政代執行法第３条第１項） 

命令をした場合、その期限までに必要な措置がとられないときは、代執行をする旨をあら

かじめ当該所有者等に対し、文書で戒告します。 

（５）代執行令書（行政代執行法第３条第２項） 

戒告をした場合、所有者等が指定の期限までにその義務を履行しないときは、代執行令書

により代執行をなすべき時期等を所有者等に通知します。 

（６）行政代執行（特措法第 22 条第９項、行政代執行法第２条） 

猶予期限内に「命令」が十分に履行されない場合には、行政代執行により所有者等に代わ

り、市が危険な状況等を解消又は周辺の生活環境の保全を図るための必要な措置を行い、代

執行に要した費用は、所有者等から徴収します。 

なお、所有者等が過失なく特定できない場合は、「助言・指導」、「勧告」、「命令」を経ず、

略式代執行（特措法第22条第10項）により市が危険な状況等を解消します。 

また、災害その他非常の場合において、特定空家等が保安上著しく危険な状態にある等必

要な措置をとる必要があると認めるときで、「命令」等の措置をとるいとまがないときは、

緊急代執行（特措法第22条第11項）を行うことを慎重に検討します。 
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 区長、市民等からの危険空家等の苦情、要望等の情報など  

 

    現地調査・確認        

 

   所有者、相続関係者等調査    

 

 改修、除却等     適正管理依頼（特措法第 12 条）  

 

 必要に応じて報告徴収  

                 改善されない  

 必要に応じて立入調査  

 

 拒否・虚偽（20 万円以下の過料）  

 

管理不全空家等に認定      特定空家等に認定（空家等対策協議会で協議） 

 

 指導（特措法第 13 条第 1 項）   助言又は指導（特措法第 22 条第 1 項） 

 

        改善されない  

 

 勧告（特措法第 13 条第 2 項）   税の特例解除    勧告（特措法第 22 条第 2 項）  

 

      改善されない           改善されない  

 

特定空家等への認定検討       命令の事前通知（特措法第 22 条第 4項） 

 

                         意見書提出・意見聴取（特措法  

 第 22 条第 5 項～第 8 項）  

 命令の実施（特措法第 22 条第 3項）  

                      緊 

急      措置なし（50 万円以下の過料）  

の 

                      場  戒告（行政代執行法第 3条第 1 項）   

合 

 代執行令書（行政代執行法第 3条第 2項）   

 

 緊急代執行（法 22 条第 11 項）  代執行実施（特措法 22 条第 9 項  

・行政代執行法第 2 条） 

 費用請求・徴収   略式代執行（特措法第22条第10項）  

図 18 管理不全空家等・特定空家等の措置の想定フロー 

 

所
有
者
を
特
定 

で
き
な
い
場
合 
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資料１ 豊岡市管理不全空家等 

・特定空家等の認定判断基準 

 

１ 空家等の現地調査 

 

 空家等対策の推進に関する特別措置法における特定空家等の定義ごとに、次の２つの観点から作成した

「調査票」に基づき空家等の評価を行う。 

＜特定空家等の定義＞ 

Ａ 保安上危険：そのまま放置すれば倒壊等著しく保安上危険となるおそれのある状態 

Ｂ 衛生上有害：そのまま放置すれば著しく衛生上有害となるおそれのある状態 

Ｃ 景観悪化：適切な管理が行われていないことにより著しく景観を損なっている状態 

Ｄ 周辺の生活環境への影響：その他周辺の生活環境の保全を図るために放置すること 

が不適切である状態 

⑴ 影響の有無 

 「空家等の倒壊等により、近隣家屋の居住者等若しくは家屋等又は隣接道路の通行者若しくは車両

等に危険が及ぶおそれがあるか否か」等影響の有無を、調査票の「影響の評価項目」ごとに評価す

る。 

 ⑵ 空家等の状態 

   「空家等の物的状態が特定空家等の定義のＡからＤまでの各状態であるか否か、そのまま放置すれ

ばこれらの各状態に該当することとなるおそれがあるか否か」を、調査票の「損傷・影響の程度の評

価項目」ごとに評価する。 

 

２ 悪影響の程度及び危険等の切迫性 

 

 ⑴ 周辺の状況などによる悪影響の程度 

  ア 周辺の状況 

    空家等が現にもたらしている、又はそのまま放置した場合に予見される悪影響の事象の範囲内

に、周辺の建築物や通行人等が存在し、又は通行し得て被害を受ける状況にあるか否か等により、

以下の状況を判断する。 

   ① 空家等が「狭小な敷地の密集市街地」に位置している場合 

   ② 空家等が「通行量の多い主要な道路」※や「通学路」の沿道に位置している場合 

   ※ 「通行量の多い主要な道路」とは、主要幹線道路、幹線道路、補助幹線道路及びこれらに準ず

る道路をいう。 



 

47 

  イ その他の状況 

    空家等が「大雪や台風等の影響を受けやすい地域」に位置する場合 

など 

 ⑵ 危険等の切迫性 

   周辺の建築物や通行人に被害が及ぶおそれが、どの程度切迫しているか。 

 

３ 認定の判断まとめ 

 

 ⑴ 現地調査による点数化とランク分け 

150 点以上       ⇒ レベル１ 

   100 点以上 150 点未満 ⇒ レベル２ 

   100 点未満       ⇒ レベル３ 

   

特定空家等の候補   ⇒ レベル１（150 点以上） 

 

管理不全空家等の候補 ⇒ レベル１及びレベル２（100 点以上） 

 

 

 

 ⑵ 悪影響の程度・危険等の切迫性を総合的に判断し認定 

ア 上記候補の中から、特定空家等又は管理不全空家等に認定するかどうかを、「悪影響の程度と危険

等の切迫性」を勘案し、総合的に判断する。なお、特定空家等の認定に当たっては、豊岡市空家等

対策協議会で協議を行ったうえで、市としての認定を行う。 

イ 判断基準は一律とせず、地域の実情も勘案しながら適宜判断する。 
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４ 「悪影響の程度と危険等の切迫性」による認定の目安 

 

 

「悪影響の程度と危険等の切迫性」による認定の目安 

 

※ 周辺の状況等による悪影響の程度の「通行量多い」は、「通行量の多い主要な道路」をいい、主要な道路とは、主要幹線道

路、幹線道路、補助幹線道路及びこれらに準ずる道路をいう。 
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低い 
管 理 不 全 
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低い － 
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５ 管理不全空家等・特定空家等の判断の流れ 

 

 

管理不全空家等・特定空家等の判断の流れ 
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６ 管理不全空家等・特定空家等判断に係る調査票 
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